
北海道地方非常通信協議会
　北海道総合通信局　無線通信部　陸上課

〒０６０－８７９５　北海道札幌市北区北８条西２－１－１　札幌第１合同庁舎
ＴＥＬ　（０１１）７０９－２３１１（内線４６５１）

ＦＡＸ　（０１１）７０９－５５４１

東北地方非常通信協議会
　東北総合通信局　無線通信部　陸上課

〒９８０－８７９５　宮城県仙台市青葉区本町３－２－２３　仙台第２合同庁舎
ＴＥＬ　（０２２）２２１－２５６６　
ＦＡＸ　（０２２）２２１－０６０７

関東地方非常通信協議会
　関東総合通信局　無線通信部　陸上第二課

〒１００－８７９５　東京都千代田区九段南１－２－１　九段第３合同庁舎　２２階
ＴＥＬ　（０３）６２３８－１７７１　
ＦＡＸ　（０３）６２３８－１７８９

信越地方非常通信協議会
　信越総合通信局　無線通信部　陸上課

〒３８０－８７９５　長野県長野市旭町１１０８　長野第１合同庁舎
ＴＥＬ　（０２６）２３４－９９８４　
ＦＡＸ　（０２６）２３４－９９７７

北陸地方非常通信協議会
　北陸総合通信局　無線通信部　陸上課

〒９２０－８７９５　石川県金沢市広坂２－２－６０　金沢広坂合同庁舎
ＴＥＬ　（０７６）２３３－４４８０　
ＦＡＸ　（０７６）２３３－４４３４

東海地方非常通信協議会
　東海総合通信局　無線通信部　陸上課

〒４６１－８７９５　愛知県名古屋市東区白壁１－１５－１　名古屋合同庁舎第３号館
ＴＥＬ　（０５２）９７１－９１９７　
ＦＡＸ　（０５２）９７１－３６７２

近畿地方非常通信協議会
　近畿総合通信局　無線通信部　陸上第二課

〒５４０－８７９５　大阪府大阪市中央区大手前１－５－４４　大阪合同庁舎第１号館
ＴＥＬ　（０６）６９４２－８５５７　
ＦＡＸ　（０６）６９４２－９０１４

中国地方非常通信協議会
　中国総合通信局　無線通信部　陸上課

〒７３０－８７９５　広島県広島市中区東白島町１９－３６
ＴＥＬ　（０８２）２２２－３３６７　
ＦＡＸ　（０８２）５０２－８０８２

四国地方非常通信協議会
　四国総合通信局　無線通信部　陸上課

〒７９０－８７９５　愛媛県松山市宮田町８－５
ＴＥＬ　（０８９）９３６－５０６６　
ＦＡＸ　（０８９）９３６－５００８

九州地方非常通信協議会
　九州総合通信局　無線通信部　陸上課

〒８６０－８７９５　熊本県熊本市二の丸１－４
ＴＥＬ　（０９６）３２６－７８５３　
ＦＡＸ　（０９６）３２６－４３７７

沖縄地方非常通信協議会
　沖縄総合通信事務所　無線通信課

〒９００－８７９５　沖縄県那覇市東町２６－２９
ＴＥＬ　（０９８）８６５－２３０６　
ＦＡＸ　（０９８）８６５－２３２１

中央非常通信協議会
　総務省　総合通信基盤局　電波部　基幹通信課　重要無線室

〒１００－８９２６　東京都千代田区霞が関２－１－２　中央合同庁舎第２号館
ＴＥＬ　（０３）５２５３－５８８８　
ＦＡＸ　（０３）５２５３－５８８９

平成２１年１２月発行
編集：中央非常通信協議会事務局

お問い合わせは

非常通信協議会
非常通信は国民の安全・安心な生活を守ります

非常通信は、さまざまな場面
で役立っています

あらゆる災害、非常事態に欠くことのでき
ない重要通信です

大地震

原油流出事故

土砂災害

　非常通信協議会の活動は、こうした災害時に特
に重要な役割を果たし、私たちの生活や安全に大
きく役立っています。

台風

古紙配合率 100%再生紙を使用しています。



非常通信とは、どのようなものですか？ 非常通信協議会はどのような活動を行っ
ていますか？

非常通信を行う時には、どのような注意
が必要ですか？

問合せ先は、どちらですか？

　中央非常通信協議会（東京）、全国１１
か所にある各地方非常通信協議会へお問
い合わせください。

　非常通信を行う場合であっても、電波法
上のルールは遵守しなければなりません。
また、他の人が行う非常通信に対して妨害
を与えないよう注意する必要があります。

　非常時に備えた通信計画の作成、全国の
都道府県や市町村などを対象とした通信訓
練及び非常通信体制の総点検を行ってお
り、いざという時に円滑な通信が行えるよ
う、平常時から体制を整えています。
　また、非常通信の実施や非常通信協議会
の運営に特に貢献した方々に対して、その
功績を讃え、表彰を行っています。

非常通信協議会とは、どのような組織ですか？

　地震、台風、津波などの自然災害や火災、
爆発事故などの非常事態が発生した時に、人
命救助や災害救援などを目的に行われる極め
て重要な通信のことです。この通信は、電波
法５２条の規定により行うことができます。
　また、電波法第７４条の規定により、総務
大臣は必要に応じて無線局に非常通信の取扱
を求めることができます。

　昭和２６年７月に非常通信の円滑な運
用を図るために設立された組織であり、
総務省を中心として、国、都道府県、市
町村のほか非常通信に関係の深い者に
より構成されています。
非常通信協議会は、中央非常通信協議会、
地方非常通信協議会
及び地区非常通信
協議会の全国的な
協力体制によって
組織されています。

　　　※　地方及び地区非常通信協議会の運営は、都道
　　　　府県等の協力を得て、実施されています。
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ご存知ですか？ 非常通信協議会　高度な情報化社会を推進する現代におい
ても、地震、台風などの自然災害をすべて
防ぐことはできません。また、火災や爆発
などの大規模な事故災害によっても毎年大
きな被害が出ています。
　その被害を最小限にとどめるためには、
情報の迅速かつ正確な伝達が重要です。

　非常通信協議会では、いつ起こるか判ら
ない災害を意識し、非常時の通信確保に力
を入れ、いざという時に円滑な通信を行う
ことができるよう、さまざまな活動を行っ
ています。

　中央防災会議がまとめた国の「防災基本
計画」の中でも、災害に備え、非常通信協
議会を中心とする非常通信体制の整備、有
線、無線通信の一体的活動による重要通信
の確保は、防災計画の立案の上でも重点を
置くべき事項として位置付けられています。


